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***********************************************************************************************************








　２０２０年春は新型コロナウイルスと遭遇。感染防止のために３月・５月の憲法ひろば例会も、メーデーも憲法集会も中止となりました。安倍政権は｢一世帯に二枚のマスク｣（上のイラストはこれを皮肉った名作）を配りつつ、改憲策動の手を止めません。例会の中止で果たせなかった思いを「にゅーす」でお届けします。


　　　（編集部）





　政府は2月27日に突然、全国の小中学校、高校、特別支援学校を3月2日から春休みまで臨時休校とするよう要請することを決めた。次いで4月7日、「緊急事態宣言」を発令して、5月6日まで、不要不急の外出自粛、事業者への事業休止を要請した。3日後の10日には都知事が「緊急事態措置」を発表し外出やイベントの自粛を要請した。


　これらの事態を受けて調布市は、一方では市民の声を受け止めて休学中の学童の居場所づくりを工夫するなどの努力を見せたが、3月28日～5月6日の「たづくり」「あくろす」「教育会館」の施設利用をすべて中止し、少し遅れて地域の「ふれあいの家」なども使用中止とした。


　このため、私たち「憲法ひろば」は3月29日の山家悠紀夫さんの講演会（3月例会)と5月4日の前川喜平さんの講演会(5月例会）を中止せざるを得なくなった。どちらも大きな期待をもって迎えられ、開催の可否についての問い合わせにたいして私たちは、会場が使える限り、講師にご異存のないかぎり、感染予防には細心の注意を払い、参加者の自主的判断のもとに開催する旨をお伝えしていた。ところが3月例会は、参加希望者への伝達も困難な前日から会場が閉鎖されるという、常識では考えられない事態となった。


　これらのことが、会場の正当な手続きで使用契約をしていた私たち主催者の意向を問うこともなく、一方的に「相談の余地はありません」と通告されたのだが、調布市行政のあり方としてこれで良かったのかどうか。しっかりと検証することを私たちは求めたい。


　以来、イベントだけでなく、日常活動のための会議の場が奪われ、市民活動は封じ込められている。


　感染予防は市民の義務であり、市民として真摯にこれに取り組むべきであるのはいうまでもないが、市民活動の最低限の場を保障するのは市の義務ではないだろうか。一方的な通告と閉鎖によって市民が被った損失は、会場使用料の返却だけで償えるものではない。最小限とはいえ謝礼を約束し、時間的な拘束をお願いしてきた講師のみなさんの負担、イベントを成功させるために注いできた人的・物的な負担など語りつくせない内容がある。


　この間の事態の中で、上記のような市としての義務を果たすことがどうしても難しいとしても、市民にその理由を説明し、合意を得るための努力を示すべきだと考える。





　この数日（４月12日現在）、都内の新たな感染者が１９０人前後となっている。この数字は今都内


　　　　の保健所で「一


　　　　日に検査できる


　　　　数」なのだと思


　　　　う。この後ろに検査待ちの人が倍以上いるのではないか？


　親しい友人の家族が発熱した。高熱と頭痛でも「４日待て」のお達しを守り子どもらとは別の部屋で自宅療養したが、あまりの高熱に３日目(金曜)に保健所に電話する。「かかりつけの町医者へまず行け」と。電話で問い合わせ、数軒目でやっと診察予約が取れた。ＣＴを撮り、肺炎はないとされたが医師にコロナの検査を勧められまた保健所に電話。何回目かの電話で繋がるが「海外渡航歴ナシ、周りに陽性者がいない」からと検査はしてもらえない。


　４日目、土曜なので多摩府中保健所は閉所、電話も×。検査してコロナならば早く入院をとの一心で、都の「コロナ一般相談窓口」と、保健所の「合同疑い電話相談」にダイヤルし続けるが常に話し中。高熱でつらい本人も家族も、見捨てられたような、重症化を放置し見殺しにされるような気がしたという。　


　５日目朝一で「相談」の２ヵ所につながったが、流れの説明のみで、保健所ではないので何もできない。仕組みの不備を自覚し、詫びるのだが。保健所で検査すると判断したら、検査ができる医療機関を教えてくれる。そこがどこであるのかは市の医師会でも知らないということだ。ちなみに、「検査費は公費で賄う」ことを確認したという。


　結局、検査につながる窓口は一つだけ(八王子・町田合同相談センター)｡つながらない筈だ。


しかも町医者の仲介が要るから医者が休みの土日の検査はきびしい。


　緊急事態宣言の前に医療態勢が必須だった。「宣言」で大混乱し、「医療」がまた何歩も後退する。　　　（匿　名）











